
磐田市ＤＸ促進事業費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、付加価値労働生産性の向上を図るため、デジタル技術を導入する中

小企業者等に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関し

ては、磐田市補助金等交付規則（平成１７年磐田市規則第２８号）及びこの告示の定め

るところによる。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 ⑴ 中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定

する中小企業者又は当該中小企業者が組織する団体をいう。 

⑵ 事業所等 中小企業者等が営む事業所、事務所、店舗及び施設をいう。 

⑶ 付加価値労働生産性 従業員１人当たりが生み出す付加価値の指標をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該

当するものとする。 

 ⑴ 市内に事業所等又は生産地を有する中小企業者等 

 ⑵ 市税を滞納していないこと。 

 ⑶ 次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条に定める風俗営業を行う事業主 

  イ 宗教活動又は政治活動を行うことを目的とする事業の事業主 

  ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う事業主 

  エ その他市長が不適当と認めるもの 

 （補助の対象） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、年３パーセント以上

の付加価値労働生産性の向上を目的としたデジタル技術の導入に係る事業であって、市

長が認めたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは補助対象事業としない。 



 ⑴ 特定の政治、宗教又は選挙活動を目的とする事業 

 ⑵ 法令等又は公序良俗に反するおそれがあると認められる事業 

 ⑶ 補助対象事業と同一の事業において、他の助成制度による財政的支援を受けた、又

は受ける見込みのある事業 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業

の実施に要する経費のうち、次に掲げる経費とする。 

 ⑴ ソフトウェア購入費及び開発費 

 ⑵ 委託費及び外注費 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるもの 

２ 前項各号の経費の合計が１０万円に満たない場合は、補助対象経費としない。 

 （補助金の交付額等） 

第６条 補助金の交付額は、前条に規定する経費の２分の１以内とし、５０万円を限度と

する。ただし、その額に、１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

２ 補助対象者が補助金の交付を受けることができる回数は、１中小企業者等につき１回

限りとする。 

 （交付申請） 

第７条 交付申請の提出書類及び提出期限は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 提出書類 

  ア 交付申請書（様式第１号） 

  イ 事業計画書（様式第２号） 

  ウ 収支予算書（様式第３号）及びその根拠となる書類 

  エ 法人事業概況説明書（ただし、個人の場合は確定申告書） 

  オ 会社案内等 

  カ その他市長が必要とする書類 

 ⑵ 提出期限 別に定める日まで 

 （交付の条件） 

第８条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定をする際の条件となるものとする。 

 ⑴ 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなけ

ればならない。 



  ア 補助対象事業の内容を変更しようとするとき。 

  イ 第５条に掲げる補助対象経費の相互間の配分の変更をしようとするとき。 

  ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 ⑵ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

 ⑶ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、市長の承認を受けな

いで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供してはならない。 

 ⑷ 市長の承認を受けて前号の財産を処分したことにより収入があった場合には、その

収入の全部又は一部を市に納付するものとする。 

 ⑸ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければ

ならない。 

 ⑹ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを事

業完了後５年間保管しなければならない。 

 ⑺ 補助金の交付を受けた年度終了後の５年間、市長の求めがあったときは、各年度に

おける補助事業の成果等を報告し、又は意見聴取等に協力しなければならない。 

 ⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要であると認める事項を遵守すること。 

 （交付決定の通知） 

第９条 市長は、第７条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認

める場合は、補助金の交付を決定し、交付額決定通知書（様式第４号）により申請者に

通知するものとする。 

 （交付申請の取下げ） 

第１０条 補助金の交付申請の取下げをするときは、交付申請取下書（様式第５号）を市

長に提出するものとする。 

 （変更の承認申請） 

第１１条 補助事業の変更の承認申請の提出書類は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 変更承認申請書（様式第６号） 

 ⑵ 変更事業計画書（様式第２号） 

 ⑶ 変更収支予算書（様式第３号） 



 （変更決定の通知） 

第１２条 市長は、補助事業の変更を決定したときは、交付額変更決定通知書（様式第７

号）により通知するものとする。 

 （完了報告） 

第１３条 完了報告の提出書類及び提出期限は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 提出書類 

  ア 完了報告書（様式第８号） 

  イ 事業実績報告書（様式第９号） 

  ウ 収支決算書（様式第３号）及びその根拠となる書類 

  エ 事業の実施経過が確認できる書類・写真等 

 ⑵ 提出期限 別に定める日まで 

 （交付確定の通知） 

第１４条 補助金の交付確定の通知は、確定通知書（様式第１０号）によるものとする。 

 （補助金の交付） 

第１５条 前条により確定した補助金の交付は、補助対象者が指定した口座に振り込むも

のとする。 

 （交付決定の取消し及び返還） 

第１６条 市長は、補助対象者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき

は補助金交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還さ

せることができる。 

 （交付決定の取消しの通知） 

第１７条 補助金の交付決定の取消しの通知は、交付額決定取消通知書（様式第１１号）

によるものとする。 

 （消費税仕入控除税額等に係る取扱い） 

第１８条 補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額（以下「消費税

税仕入控除税額」という。）がある場合の取扱いは、次のとおりとする。 

 ⑴ 交付の申請に係る消費税仕入控除額等の減額 

   当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合



計額に補助金所要額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）がある場合には、これを補助金所要額から減額して交付申請するものとする。た

だし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合は、

この限りでない。 

 ⑵ 実績報告における仕入れに係る消費税仕入控除税額等の減額 

   事業実績報告書（様式第２号）（以下「実績報告書」という。）を提出するにあたっ

て、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合には、その金額（前

号により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助

金額から減額して提出するものとする。 

 ⑶ 消費税仕入控除税額等の確定に伴う補助金の返還 

   実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金

に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（第１号又は前号により

減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を仕入れに係る

消費税仕入控除税額等報告書（様式第１２号）により速やかに市長に報告するととも

に、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 （電磁的記録） 

第１９条 申請者は、この告示に規定する提出書類を、書面等（書面、書類、文書その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により作成し、

市長が認める方法により提出することができる。 

 （その他） 

第２０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 （有効期限） 

２ この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。 

 （経過措置） 



３ 前項の規定によるこの告示の失効の際現に第９条の規定により交付決定を受けている

者については、この告示は、失効後も、なおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


